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業務従事者支給賃金等報告書（様式１）記載要領 

 

本報告書は，対象となる業務従事者の同意を得たうえで提出してください。 

※ 当該従事者が労働者派遣法に基づく派遣労働者の場合は，派遣先である事業者は， 

派遣元とご協力いただき，書類をとりまとめてから提出してください。 

項目名 説        明 

賃金 

計算期間 

 最低賃金効力発生日以降の賃金計算期間について報告してください。 

下記例の場合では，賃金計算期間Ｂが対象となります。 

 ※賃金計算期間に最賃効力発生日以前の日を含んではいけません。 

   【例】 (最賃効力発生日 10/1) 

     …---------★----------------------------------------… 

      … 賃金計算期間Ａ 賃金計算期間Ｂ 賃金計算期間Ｃ … 

        （9/11-10/10） (10/11-11/10)  (11/11-12/10) 

給与形態， 

基本給 

 月給制，日給制または時給制のいずれかを選択し，その額を記入してください。 

※プルダウン選択 

月の所定 

労働日数 

 特定する月の賃金計算期間（１ヶ月）の出勤日数を記入してください。 

なお，年次有給休暇などの賃金の支給対象となる休日については，出勤日数に加え

てください。 

所定労働 

時間 

 記入するのは実労働時間とします。 

就業規則または労働契約で定めた正規の勤務時間から休憩時間を除いた時間です。 

 「１月当たり」「１週間当たり」の所定労働時間を次のようにご記入ください。な

お，時間外勤務の時間を除く実績とし，複数のシフトにより従事している場合は，そ

の合計を記入してください。 

 

１ 「月の所定労働時間」 

特定する月の賃金計算期間（１ヶ月）の所定労働時間を記入してください。 

２ 「週の所定労働時間」 

 (1) １日の所定労働時間および週の労働日数が固定されている場合 

  (例)月～木曜日まで週４日，8:00～12:00の実働４時間の場合 

    →４日×４時間＝１６時間／週 

 (2) 複数のシフトにより１日の労働時間が異なる場合，または週の労働日数が固定 

  されていない場合 

  ① 月所定労働時間÷４．３週／月＝週所定労働時間 

  ② おおよその週労働日数または月の労働日数等で計算する場合 

   (例)おおよそ週３日勤務×５時間＝１５時間／週 

   (例)おおよそ週５日勤務のうち，（おおよそ週３日×４時間勤務＝１２時間） 

    ＋（週２日×６時間勤務＝１２時間）＝２４時間／週 
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項目名 説        明 

月支給額 

内訳 

 内訳には，「臨時的な手当等」を除いて記入してください。 

 「臨時的な手当等」とは，賞与，結婚手当，時間外勤務手当，休日出勤手当，深夜

勤務手当などを指します。 

１ 給与「基本給」 

 基本給の支給額を記入してください。 

２ 給与「基本給以外」 

 職務手当など最低賃金の計算に含める手当についての支給額を記入してください。 

３ 給与「計④」 

 給与「基本給」と給与「基本給以外」の合計額を記入してください。 

４ 給与以外「通勤手当」 

 通勤手当の支給額を記入してください。 

５ 給与以外「精皆勤・家族手当」 

 精皆勤手当と家族手当の支給額の合計を記入してください。 

６ 「支給額計」 

 給与計④と給与以外「通勤手当」と給与以外「精皆勤・家族手当」の合計額を記入

してください。 

時間換算額  最低賃金と比較する賃金となります。 

 次により算出し，小数点以下を切り捨てた金額を記入してください。 

  時間換算額＝給与「計④」÷「月の所定労働時間」（小数点未満切捨て） 

社会保険等

の加入状況 

 健康保険，厚生年金保険および雇用保険の加入状況について，加入の場合は「○」

を，未加入（国民健康保険または後期高齢者医療保険に加入）の場合は「×」を記入

してください。 

定期健康診断

の受診状況 

 労働安全衛生法に基づく定期健康診断の直近の受診年月日を記入してください。 

 「健康診断の受診義務がない」などの理由から，定期健康診断を受診していない方

は，「受診なし」と記入し，その理由を「備考欄」に記入してください。 

 深夜労働などのため，半年に１回の健康診断が義務付けられている方は，２回目以

降の受診日と理由を「備考欄」に記入してください。 

 


